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1 はじめに 

Global University Entrepreneurial Spirit Students’ Survey (GUESSS)は、スイスのサンガ

レン大学の中小企業・企業家活動研究所が事務局となり、2～3年に1度、同じ調査票を用いて世界

の約50カ国が参加して実施している、大学・大学院生の起業意識調査である。2003 年から開始

され、今回は9回目となる。 

2023 年調査は世界57 カ国が参加し、226,718件の有効回答を得た。 

 

表1 参加国全体の回答数 

 
（出所）Global GUESSS Report 2023 より筆者作成 

サンプル数 比率 サンプル数 比率

1 アルゼンチン（ARG） 2,462 1.09% 30 大韓民国（韓国） 1,409 0.62%

2 オーストリア（AUT） 2,277 1.00% 31 リヒテンシュタイン (LIE) 124 0.05%

3 ベルギー（BEL） 5,422 2.39% 32 リトアニア（LTU） 2,448 1.08%

4 ボリビア（BOL） 3,695 1.63% 33 メキシコ（MEX） 3,082 1.36%

5 ブラジル（BRA） 7,447 3.28% 34 モロッコ（MAR） 45 0.02%

6 ブルガリア（BUL） 1,742 0.77% 35 オランダ（NED） 811 0.36%

7 カナダ（CAN） 4,687 2.07% 36 ニュージーランド（NZL） 1,671 0.74%

8 チリ（CHI） 6,164 2.72% 37 ナイジェリア（NGR） 204 0.09%

9 中国（CHN） 6,123 2.70% 38 北マケドニア（MKD） 254 0.11%

10 コロンビア（COL） 13,041 5.75% 39 ノルウェー（NOR） 8 0.00%

11 コスタリカ（CRC） 2,603 1.15% 40 パキスタン（PAK） 354 0.16%

12 クロアチア（CRO） 1,822 0.80% 41 パナマ (PAN) 1,468 0.65%

13 チェコ共和国（CZE） 1,407 0.62% 42 パラグアイ (PAR) 2,020 0.89%

14 ドミニカ共和国（DOM） 547 0.24% 43 ポルトガル（POR） 1,055 0.47%

15 エクアドル（ECU） 5,215 2.30% 44 プエルトリコ（PUR） 71 0.03%

16 イングランド（ENG） 855 0.38% 45 カタール（QAT） 132 0.06%

17 ドイツ（GER） 2,087 0.92% 46 ロシア（RUS） 4,668 2.06%

18 ギリシャ（GRE） 416 0.18% 47 サウジアラビア（KSA） 3,746 1.65%

19 ギニア（GUI） 418 0.18% 48 スロバキア（SVK） 5,997 2.65%

20 ハンガリー（HUN） 14,720 6.49% 49 スロベニア（SLO） 254 0.11%

21 インド（IND） 13,896 6.13% 50 スペイン（ESP） 76,889 33.91%

22 インドネシア（INA） 1,665 0.73% 51 スウェーデン（SWE） 191 0.08%

23 イラン（IRI） 28 0.01% 52 スイス（SUI） 5,145 2.27%

24 イラク（IRQ） 1,461 0.64% 53 チュニジア（TUN） 151 0.07%

25 アイルランド（IRL） 140 0.06% 54 ウクライナ（UKR） 71 0.03%

26 イタリア（ITA） 4,374 1.93% 55 アラブ首長国連邦（UAE） 440 0.19%

27 日本（JAP） 1,837 0.81% 56 ウルグアイ（URY） 1,693 0.75%

28 ヨルダン（JOR） 1,765 0.78% 57 アメリカ合衆国（USA） 2,160 0.95%

29 カザフスタン（KAZ） 1,841 0.81% Total 226,718 100.00%

国名 国名
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1.1 日本での実施状況 

日本は2011 年調査から参加しており、2023年調査は7回目となる。今回は、30以上の大学

が参加し、有効回答数は1,698件1であった。ご協力いただいた各大学の関係者の皆様には、深

く御礼申し上げる。 

調査は web 上に掲示された調査票に対して、学生がパソコンまたはスマートフォン等で各

自アクセスして回答する。調査サイトのURLおよびQRコードを付したチラシを作成し、授業

等を通じて学生に協力を依頼。し、回答してもらった。調査実施時期は2023年10月から2024年
1月である。 

 

表2 日本における大学ごとの有効回答数 

大学名 回答 割合 大学名 回答 割合 

青山学院大学 1 0.06% 東京大学 5 0.29% 

跡見学園女子大学 45 2.65% 東京理科大学 70 4.12% 

大阪公立大学 8 0.47% 南山大学 11 0.65% 

岩手県立大学 55 3.24% 日本大学 33 1.94% 

学習院大学 18 1.06% 日本女子大学 34 2.00% 

関西大学 21 1.24% 一橋大学 23 1.35% 

九州大学 38 2.24% 福岡大学 61 3.59% 

京都大学 24 1.41% 福岡女学院大学 86 5.06% 

京都産業大学 42 2.47% 福山市立大学 198 11.66% 

近畿大学 17 1.00% 法政大学 369 21.73% 

神戸大学 36 2.12% 武蔵大学 28 1.65% 

静岡大学 8 0.47% 明治大学 17 1.00% 

摂南大学 27 1.59% 立命館大学 19 1.12% 

専修大学 264 15.55% 龍谷大学 65 3.83% 

中京大学 54 3.18% その他 21 1.24% 

   
合計 1698 100% 

（出所）筆者作成 

 

1 日本の有効回答数は、データクリーニングを行った後の件数であり、表1のGlobal 
GUESSS Report 2023の回答件数とは一致しない。 
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2 回答者の基本情報 

2.1 性別 

回答者の性別は、女性 49.2％、男性 49.9％、その他0.8％であった。なお、全世界の回答者の

性別は、女性が57.2％を占めている。 

 

2.2 学籍 

回答者が所属する学籍は、学部が 97.7％、大学院修士（博士前期）課程が1.6％、博士後期

課程が0.5％、専門職大学院（MBA等）などが0.1％であった。 

 

図1 回答者の学籍 

 

（出所：筆者作成） 

 

2.3 回答者の専攻 

回答者が学んでいる学問分野を尋ねている。商学、経営学が最も多く、全体の66.0％を占

めている。以下、経済学 13.6％、社会科学 8.1%、その他 4.6%などである。 

 

図2 回答者の専攻（日本） 
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N=1,698 

（出所）筆者作成 

 

2.4 国籍 

留学生等の回答者もいるため、回答者の国籍は日本とは限らない。回答者の国籍は表3のとお

りである。 

 

表3 日本調査の回答者の国籍 

国籍 回答数（N＝1,698） 割合 

日本 1467 86.4% 

中国 21 1.2% 

韓国 11 0.6% 

その他 4 0.2% 

無回答 195 11.5% 

（出所）筆者作成 

 

2.5 回答者の起業状況 

 2023年調査では、すでに起業しているか自営業を営んでいる者は0.2％、起業準備中の

2.1%

66.0%

0.5%

13.6%

1.9%

0.2%

1.3%

0.1%

0.9%

0.8%

8.1%

4.6%
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芸術、人文科学（例.教養科目、歴…

商学、経営学

コンピュータ・サイエンス/IT

経済学

工学（建築学含む）

人間医学/健康科学

法学

数学

自然科学

芸術学（例.芸術、デザイン、演…

社会科学（例.心理学、政治学、教…

その他
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者は3.2％であった。世界全体では、起業している者は11.1％、起業準備中の者は25.7％

となっており、日本の学生で起業している／準備中の者はかなり少ない。
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3 キャリア選択意図 

3.1 卒業後のキャリア選択 

回答者が考える卒業直後および卒業から5年後のキャリア選択では、卒業直後、5年後とも

日本の回答者は、「その他/まだわからない」を除き、「従業員 250 人以上の大企業で働く」

を希望する者が最も多かった。それに対して世界の回答では、卒業直後は同様に大企業で働く

ことを希望する者が多いが、5年後は「創業者として自分の会社を経営する」が最も多くなっ

ている。 

 

図3 回答者のキャリア選択（卒業直後、卒業5年後） 

 

日本 N=1,698 世界 N=226,718 

（出所）筆者作成
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3.2 卒業後に希望する働き方と起業準備状況 

卒業直後および卒業 5 年後に希望する働き方については、日本の回答者は卒業直後、5 年
後とともに従業員が最も多いが、世界の回答では 5 年後は従業員に次いで創業者が多い。 

 

図4 卒業後に希望する働き方（卒業直後、卒業から 5 年後） 

 

日本 N=1,698 世界 N=226,718 

（出所）筆者作成 

 

卒業直後に創業者を選んだ者が 5 年後に希望する働き方は、日本、世界とも創業者が最も

多かった。 

 

図5 卒業直後のキャリアとして創業者を選んだ者の 5 年後に希望する働き方 
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日本 N=37 世界 N=35,517 

（出所）筆者作成 

 

逆に、卒業5年後に創業者として自分の会社を経営すると回答した者が卒業直後に希望する働

き方は、日本では大企業で働くことが最も多かったが、世界では創業者が最も多かった。日本

の学生は、将来、創業者になろうと考えている者であっても、卒業後すぐには起業せず、まず

は企業に就職してビジネスに関する知識や組織運営の方法を身に付けたいと考えているようで

ある。なお、2021年調査においては、大企業で働くことを希望するものが35.5%であったが、

2023年調査では41.8%と6.3ポイント増加し、創業者を希望するものについては、2021年調査の

27.0%が2023年調査では22.6%と4.3ポイント減少している。 

 

図6 卒業後5年後に創業者になろうと思う人が卒業直後に希望する働き方 

2.7%

0.0%

2.7%

2.7%

0.0%

0.0%

89.2%

2.7%

0.0%

0.0%

2.0%

2.7%

5.3%

0.4%

1.2%

2.0%

81.2%

1.3%

1.0%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員1～49人の小企業で働く

従業員50～249人の中企業で働く

従業員250人以上の大企業で働く

非営利組織で働く

研究者になる

公務員になる

創業者として自分の会社を経営する

事業承継者として親や親戚の会社を経営する

事業承継者として親や親戚の会社とは別の会…

その他/まだわからない

日本 世界
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日本 N=146  世界 N=68,095 

（出所）筆者作成 

 

日本の回答者のうち、卒業後すぐに創業者になろうと思う人の起業準備等の状況は図7のとお

りであった。世界のデータは、Global Reportに掲載されていなかったので、日本の2021年調査

のデータと比較している。「何もしていない」と回答した者が95.8％にのぼり、2021年調査と比

較して大幅に増加している。 

 

 

図7 卒業後すぐに創業者になろうと思う人の起業準備、起業活動状況 
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注：「あなたは現在、会社設立または自営業を開業しようとしていますか」および「あなたはすでに

自分の会社を経営しているまたは、自営業者ですか」という質問に、両方「はい」と回答⇒ 両方、

前掲のみ「はい」と回答⇒起業予備軍、後掲のみ「はい」と回答⇒活動起業家、両方「いいえ」と回

答⇒何もしていない として集計。 

（出所）筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 起業家活動 
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4.1 起業準備中の者 

 起業準備中の者は回答者全体の4.1％（世界は25.7％）であった。 

 今、着手している事業は準備中であるが、それ以前に別の事業を起業したことがある者は、日

本では20.0％、世界では24.9％となっており、少ないながらも日本にもシリアルアントレプレナ

ーが存在することがわかる。 

 また、起業準備中の者のうち、大学卒業後に起業する事業を本職にしようと考えている者は、

日本では22.2％、世界では41.1%であった。この点、日本の学生は世界の学生と比べると起業を

本職にする意思が固まっていないものが多いと言える。 

 

図8 起業準備中でそれを本職にしたい者 

 

日本 N=15 世界 N=19,481 

 

（出所）筆者作成 

 

起業準備中の事業の共同創業者の人数は、「自分だけ（共同創業者なし）」が42.3％と最も多

く、次に多いのが「共同創業者が1人」が23.1％であり、回答者本人を含め2人以下のチームで起

業しようとしている者が世界と共通で多い。一方で、「共同創業者3人以上」は日本が17.3％、

世界が5.8％と日本のほうが多くなっている点で差異が確認された。 

 

図9 起業準備中の事業の共同創業者の人数 
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日本 N=52 世界 N=38,172 

（筆者作成） 

 

起業家予備軍が計画しているビジネスの業種分布は、以下のとおりである（日本）。 

 

図10 起業家予備軍が計画中のビジネスの業種（日本） 
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N=51 

（出所）筆者作成 

 

4.2 活動起業家（Active Entrepreneurs） 

2023年調査では、すでに起業している者はわずか18人(1.1％)であった。世界全体では25,205

人(11.1％)の学生が活動起業家であったので、その差は大きい。起業した年は、世界では2023年

が30.2％と約1/3を占めている。日本も2023年が43.8％と最も多く、次いで2022年が18.8％であ

った（図11）。 

日本の回答者で在学中にすでに起業している者に自社の従業員数を尋ねたところ、0人（経営者

のみ）が62.5％と最も多く、全員が5人以下との回答となった（図12）。 

 

図11 活動起業家の企業の創業年 

 

（出所）筆者作成 

 

図 12 回答者が経営する企業の従業員数（日本） 
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N=8 

 

（出所）筆者作成
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活動起業家の事業領域は、以下のとおりである（日本）。 

 

図13 起業している事業の事業領域（日本） 

 

N=18 

（出所）筆者作成 

 

 活動起業家が経営している企業のパフォーマンスに関して、類似製品／サービスを販売してい

る他企業と比較して、売上の増加、市場シェアの伸長、利益の増加、雇用創出、革新性につい

て、1（＝非常に悪い）から7（＝非常によい）のリッカート・スケールで評価してもらった。各

指標の平均は表4のとおりである。業績に関する５つの指標全体の平均は3.92であり、11.1％の

活動起業家が7点のうち5点以上をつけている。しかし、世界では5つの指標の平均は4.82、5点以

上を付けている者は約40％となっており、日本より高い評価をつけている者が多い（図14）。 

 

 

第一次産業（天然資源の活用：

農業、林業、漁業など） 5.6%
第二次産業（商品生

産：製造業、加工業、

建設業など） 0.0%

第三次産業（小売

業、卸売業、サービ

ス業：観光、金融、

医療、法律など）
44.4%

第四次産業（知識集

約産業：研究、IT、
教育、コンサルティ

ングなど） 27.8%

その他／不明 22.2%
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表4 活動起業家が経営している企業のパフォーマンス（日本） 

パフォーマンス項目 平均値 標準偏差 

売上高の増加 4.22 1.06 

市場シェアの伸長 4.24 1.251 

利益の増加 4 1.495 

雇用創出 3.44 1.58 

革新性 3.71 1.572 

（出所）筆者作成 

 

図14 活動起業家の事業のパフォーマンス評価 

 

日本 N=18  世界 N=23,713 

(出所）筆者作成 

 

5 影響要因の分析 

5.1 大学における起業家教育 

回答者が大学において履修した起業家教育について尋ねている。世界全体と日本のいずれに

おいても「起業家活動に関する科目を履修したことがない」回答者が最も多く半数以上を占めて

いる（図15・図16）。 

 また、起業準備中の者や卒業後すぐに起業したいと考えている者は、世界全体でも日本におい

ても、回答者全体と比較すると「起業家活動に関する特別のプログラムを履修している」や「起

11.1%

5.6%

50.0%

22.2%
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業家活動に関する科目を1つ以上選択履修したことがある」「起業家活動に関する科目を１つ以

上必修科目として履修したことがある」を選択した者の割合が高くなっている（図15・図16）。 

 

図15 起業家教育科目の履修率（日本） 

 

N=1,698 

（出所）筆者作成 

 

図16 起業家教育科目の履修率（世界） 

 

N=226,718 

4.4%

10.8%

35.3%

56.8%

15.9%

23.2%

49.3%

34.8%

18.9%

10.8%

43.2%

43.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

起業家活動に関する特別のプログラムを

履修している

起業家活動に関する科目を1つ以上
必修科目として履修したことがある

起業家活動に関する科目を1つ以上
選択科目として履修したことがある

起業家活動に関する科目を

履修したことはない

全体 起業家予備軍 卒業後すぐに起業したい者

6.3%

17.3%

22.7%

58.8%

11.6%

20.5%

30.9%

45.6%

10.6%

18.6%

28.3%

48.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

起業家活動に関する特別のプログラムを

履修している

起業家活動に関する科目を1つ以上
必修科目として履修したことがある

起業家活動に関する科目を1つ以上
選択科目として履修したことがある

起業家活動に関する科目を

履修したことはない

全体 起業家予備軍 卒業後すぐに起業したい者
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（出所）筆者作成 
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5.2 専攻別 

大学で学んでいる専攻別に、卒業直後と卒業5年後の起業意思(Entrepreneurial Intention)

を比較している。日本では、卒業直後、卒業5年後とも、「芸術、人文科学（教養、歴史学、哲

学、言語学、宗教学）」を専攻する学生の起業意思が最も高かったが、サンプル数が非常に少な

いことに留意が必要である。卒業直後では、「法学」、「経済学」、「工学」が上位を占めてい

る。5年後の起業意思では、「商学、経営学」、「芸術学」、「経済学」等が高い数値を示して

いる（図17）。 

世界では、「商学、経営学」を専攻する学生の起業意思が卒業直後、卒業5年後とも高く、次

いで「経済学」が多くなっている（図18）。 

 

図17 専攻別の起業意思を持つ者の割合（卒業直後と5年後：日本） 

 

卒業直後 N=37 5年後 N=146 

（出所）筆者作成 
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図18 専攻別の起業意思を持つ者の割合（卒業直後と5年後：世界） 

 

N=226,512 

（出所：筆者作成）
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図19と図20は、専攻ごとに起業活動状況別（起業予備軍と活動起業家）に分析したもの

である。日本は全体的に起業活動が低調だが、「人間医学、健康科学」や「法学」、「経

済学」等で起業予備軍が多くなっている。世界では、卒業後の起業意思と同様、「商学、

経営学」や「経済学」を専攻する学生が起業家予備軍、活動起業家とも高い割合を示して

いる。 

 

図19 専攻別の起業活動状況（日本） 

 

活動起業家 N=18 起業家予備軍 N=69 

（出所）筆者作成 
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図 20 専攻別の起業活動状況（世界） 

 

N=226,512 

（出所：筆者作成）
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5.3 性別 

回答者の性別に起業活動状況と大学卒業直後および5年後の起業意欲を見ると、日本の回

答では起業家予備軍以外の項目において、女性が男性の半分以下の割合となっているが、

世界の回答は起業意思、起業活動とも男性の7～8割となっており、起業意欲や起業活動の男

女差が少ない。 

 

図21 男女別起業活動状況および起業意思を持つ者の率（日本） 

 

（出所）筆者作成 

 

図22 男女別起業活動状況および起業意思を持つ者の率（世界） 

 

（出所）筆者作成 
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回答者の両親が自営業者であるかどうかについての日本の集計結果を提示する。回答者

の両親のいずれか、あるいは両方が自営業者である者の割合は、表5のとおりである。この

分布傾向は、2021年調査の結果と概ね同様である。なお、Global GUESSS Report 2023で

は、このデータは示されていない。 

 

表5 両親が自営業者である率（日本）2023年 

 2023年調査 2021年調査 2018年調査 

両親とも自営業者ではない 81.0% 82.1% 79.9% 

父が自営業者 14.4% 12.3% 14.8% 

母が自営業者 1.7% 2.2% 2.1% 

両親とも自営業者 2.9% 3.3% 3.3% 

（出所）筆者作成 

 

回答者の親が自営業者であるかと回答者の起業活動の状況および卒業後の起業意欲の関

係を見ると、母親が自営業者である場合、卒業後の起業意思、実際の起業活動とも、最も

高いという結果が見られた。父親が自営業の場合は、卒業5年後の起業意思は高かったが、

起業家予備軍と活動起業家の割合は、母親が自営業である場合の方が高いという結果であ

った。 

 

図23 親の自営／非自営と回答者の起業活動および卒業後の起業意思（日本） 

 

（出所）筆者作成 
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6 日本における学生の起業意思の動向：2018,2021年,2023年の比較分析 

 日本は2011年からGUESS調査に参加しており、2023年調査で7回目を迎えた。この12年間にわた

る継続的な参加により、日本の学生の起業家精神に関するデータが蓄積されている。この長期的

なデータセットは、日本の学生の起業意識や行動の経年変化を詳細に分析する機会を提供してい

る。特に、2018年、2021年、2023年の3回の調査結果を比較することで、最近の傾向や変化を明

確に把握することが可能となった。この期間、2020年以降はCOVID-19パンデミックの影響によ

り、世界中で生活様式や経済活動に大きな変化が生じた。デジタル化の加速や新たなビジネスモ

デルの台頭など、起業環境にも多大な影響を及ぼしている。これらの社会経済的変化が、学生の

起業家精神にどのような影響を与えたかを探ることも、複数年比較の重要な側面となっている。 

 そこで、本分析では、GUESSS 2018、2021、2023の全世界回答データを用いて、日本と世界の

学生の起業意思の動向を比較分析した。統計手法として一元配置分散分析（ANOVA）を採用し、

特に起業家教育への参加と起業家的意図（Entrepreneurial Intention: EI）に焦点を当てた。 

 まず、アントレプレナーシップ教育（EE）の受講状況については以下のとおりとなった。 

 

図24 アントレプレナーシップ教育（EE）の受講状況 

 

（出所）筆者作成 

 

世界的傾向としては、2018年以降、EEの受講率は継続的に減少傾向にある。また、日本の傾向

は、2021年に一時的な増加を示したものの、2023年には2018年を下回る水準まで低下している。

この結果は、高等教育機関におけるアントレプレナーシップ教育の位置づけや効果的な実施に課

題があることを示唆している。日本における2021年の一時的な受講率上昇は、パンデミックによ

る社会経済的変化への一時的な反応である可能性が高い。なお、各年の調査毎に回答国や回答大

学に変動があるため、より正確な把握には地域や大学を特定した形での分析が必要である点には

留意が必要である。 

つぎに、起業意思（EI）の推移については以下のとおりとなった。 

この起業意思については、「いつか会社を興したい」「起業家になる準備はできている」等々

の項目で構成された設問の回答をもとに、起業を選好する傾向や決意の強さを合成する尺度を使

用している。 
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図25 起業意思（EI）の推移 

 

（出所）筆者作成 

 

世界的傾向としては、2018年から2023年にかけて、EIは継続的に有意な低下を示している。日

本の傾向は、2021年に有意な上昇を示した後、2023年には横ばいとなっている。この結果は、日

本と世界で興味深い乖離を示している。日本のEIが2021年に上昇する一方、世界のEIは継続的に

低下している点は特筆すべきである。この差異は、文化的背景や経済構造の違いが起業に対する

態度形成に影響を与えている可能性を示唆している。 

以上のとおり、2018年から2023年にかけての分析結果を俯瞰すると、世界的にEEの受講率は増

加しておらず、EIについては日本と世界で相反する結果となった。なお、当該期間における回答

国や回答大学の変動はもとより、特に2020年以降のCOVID-19パンデミックの影響を考慮する必要

もある。日本における2021年のEI上昇は、パンデミック期間中の新たなビジネス機会への注目や

変化に適応する必要性の認識が影響した可能性がある。しかし、ビジネスチャンスの認識と実際

の成果との間にギャップがあることも明らかになった。一方、世界的なEIの低下傾向は、経済的

不確実性の増大や従来のビジネスモデルの変革必要性など、起業に対する慎重な姿勢の表れかも

しれない。 

 

7 まとめ 

 2023年のGUESSS調査のGlobal Reportにおいて、日本の学生の卒業後の起業意思が世界ワースト

2位、実際に起業準備中の者、すでに起業している者は、世界ワースト1位にあることが示された。

日本がワースト水準となっている状況は、日本がGUESSS調査に初めて参加した2011年調査からず

っと続いている。ただし、調査に参加した大学の起業家活動関連授業、プログラムの設置状況の

影響や、起業意思が高い、あるいは起業している学生が起業家活動関連の授業を履修し、同時に

GUESSS調査に関心を持って回答しているという可能性には留意が必要である。 

また、日本では政府・自治体や複数の大学において、スタートアップ支援やアントレプレナー

シップ教育の推進が年々強化されている状況であり、これらの施策が今後の調査における指標改
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善につながることが期待される。 

 日本におけるGUESSS2023調査は、パンデミックによる社会全体の混乱が一定収束していたもの

の、大学における授業は、従来のオフライン形式のみならず、オンライン形式やハイブリッド形

式など多様な方法で実施される状況にあった。そういった中での調査において、アンケート告知

や操作導線などの複雑化も否めず、回答件数が減少する結果となった。今後の調査においては、

より多くの学生に回答してもらえるよう、回答大学の拡大と調査協力への呼びかけの方法を工夫

する必要がある。最後に、GUESSS2023調査にご協力いただいた大学関係者、回答してくださった

学生に感謝を申し上げたい。 

 


